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概要 

魚種の特徴 

 

〔分類・形態〕 

 十脚目ケセンガニ科に属し、学名は Chionoecetes opilio。甲は三角形で平たく、後縁か

ら前縁に走る顆粒列は、ズワイガニでは上下 2 列、ベニズワイガニは後縁で 2 列が側縁

で 1 列につながる。 

〔分布〕 

 北極海のアラスカ沿岸、グリーンランド西岸、北米の大西洋及び太平洋沿岸、ベーリ

ング海、南米のチリ沿岸、オホーツク海、日本海、犬吠埼以北の太平洋沿岸に広く分布

する。評価対象である北海道西部系群は北海道日本海側の大陸棚斜面域及び沖合海山群

の斜面域に分布するが、その詳細は不明である。 

〔生態〕 

 ズワイガニには年齢を査定できる形質が見つかっていない。調査船調査による観察で

は、春に甲羅が柔らかい個体が多く出現するので、脱皮時期は春と考えられるが、詳細

は不明である。オホーツク海では寿命や自然死亡係数は不明であるが、日本海西部では

寿命は 13～15 年である。食性は底棲動物食であり、主要餌料生物は蛇尾類、甲殻類、

二枚貝類である。 

〔漁業〕 

 近年の本海域でのズワイガニの漁獲は、ずわいがにかご漁業により専獲されているほ

か、たら固定式刺し網漁業によるわずかな混獲がある。 

ずわいがにかご漁業は平成 2（1990）年の農林水産省令改正により、知事許可漁業と

して、ずわいがにかご漁業とべにずわいがにかご漁業に区分された。漁具はべにずわい

がにかご漁業と合わせて 6 連、1,000 カゴ以内が許可条件とされており、甲幅 10cm（同

省令は 9cm）以上の雄のみの漁獲が認められている。近年は小樽根拠及び稚内根拠の合

計 3 隻が、べにずわいがにかご漁業とずわいがにかご漁業の知事許可を得ている。べに

ずわいがにかご漁業とずわいがにかご漁業の操業期間はそれぞれ 7 月 1 日～翌年 4 月

30 日、11 月 1 日～翌年 4 月 30 日と定められているため、ずわいがにかご漁業の操業期

間は両漁業を併行して行っている。 

資源の状態 

 資源生態に関する調査研究は十分ではないがいくつかの情報が資源評価の基礎情報

として利用可能である。科学的調査及び水産物の生物調査は実施されていないが、漁獲
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量・努力量データの収集、漁獲実態のモニタリングは毎年行われている。定期的に収集

される漁業データにもとづき、中長期的な単位努力量当たり漁獲量(CPUE)の変動を総

合的に見た資源評価が毎年実施され、資源評価の内容は外部有識者の諮問などを受けて

精緻化されている。1986 年漁期以降の資源量指標値の推移から 2021 年漁期の資源水準

は維持または回復させるべき目標を若干上回り、直近 5 年間（2017～2021 年漁期）の動

向は横ばいと判断した。本系群はさまざまな制限のもとに操業が行われており、現状の

漁獲圧は資源にとって過大ではなく、将来の資源枯渇リスクは低いと考えられた。評価

の結果を受けて漁獲可能量(TAC)が設定されている。 
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1．資源の状態 

概要 

対象種の資源生物研究・モニタリング（1.1） 

 資源生態に関する調査研究は古くから進められ、十分ではないがいくつかの情報が資

源評価の基礎情報として利用可能である（1.1.1 2 点）。科学的調査及び水産物の生物

調査は実施されていないが、漁獲量・努力量データの収集、漁獲実態のモニタリングは

毎年行われている（1.1.2 3.3 点）。このように定期的に収集される漁業データにもとづ

き、CPUE の変動を総合的に見た資源評価が毎年実施されている（1.1.3.1 3 点）。資源

評価の内容は複数の外部有識者の助言や関係する道県の水産試験研究機関の意見を受

けて精緻化されているほか、資源評価結果は一般に公表されている（1.1.3.2 4 点）。 

 

資源の水準・動向（1.2） 

かにかご漁業の標準化 CPUE を用いて検討した。資源管理基本方針では、資源量指標

値（かにかご漁業による標準化 CPUE）が 1.0 付近であることが維持または回復させる

べき目標とされているが、近年は比較的高い水準が維持され、2021 年漁期は 1.01 であ

った。直近 5 年間（2017～2021 年漁期）の動向は横ばいと判断された（1.2.1 3 点）。 

 

漁業の影響（1.3） 

 本系群はさまざまな制限のもとに操業が行われており、現状の漁獲圧は資源にとって

過大ではないと考えられ（1.3.1 3点）、将来の資源枯渇リスクも低いと考えられる（1.3.2 

4 点）。評価の結果を受けて TAC が水産政策審議会で承認されているが、生物学的許容

漁獲量は算定されていない。予防的措置、環境の影響は反映されていない（1.3.3 3.2

点）。 

 

評価範囲 

①  評価対象魚種の漁業と海域 

 対象海域では、ずわいがにかご漁業により専獲されている。2022 年の「我が国周辺水

域の漁業資源評価」（濱津ほか 2023）によれば、2021 漁期年における北海道西部系群の

ズワイガニ漁獲量は 7 トンである。対象海域はズワイガニ北海道西部系群の分布域であ

る北海道日本海北区である。 

② 評価対象魚種の漁獲統計資料の収集 



 
 

4

 漁獲統計は農林水産省により毎年集計され、漁業養殖業生産統計年報として公表され

ている。このほか、北海道水産林務部編纂の北海道水産現勢において漁獲統計が収集さ

れている。 

③ 評価対象魚種の資源評価資料の収集 

 水産庁の我が国周辺水域漁業資源評価等推進事業の一環として、水産機構が道の水産

試験研究機関等と共同して実施した調査結果をもとに資源評価が実施され、その結果の

報告は「我が国周辺水域の漁業資源評価」として公表されている。 

④ 評価対象魚種を対象とする調査モニタリング活動に関する資料の収集 

 評価対象魚種について行われている、モニタリング調査に関する論文・報告書を収集

する。 

⑤ 評価対象魚種の生理生態に関する情報の集約 

 評価対象魚種について行われている、生理生態研究に関する論文・報告書を収集する。 
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1.1 対象種の資源生物研究・モニタリング・評価手法 

1.1.1 生物学的情報の把握 

 資源の管理や調査を実行するためには生活史や生態など対象魚種の生物に関する基

本的情報が不可欠である（田中 1998）。対象魚種の資源状況を 1.2 以降で評価するため

に必要な、生理・生態情報が十分蓄積されているかどうかを、1.1.1.1～1.1.1.4 の 4 項目

について評価する。評価対象となる情報は、①分布と回遊、②年齢・成長・寿命、③成

熟と産卵の各項目とする。種苗放流を実施している魚種については、④種苗放流に必要

な基礎情報も対象とする。個別に採点した結果を単純平均して総合得点を算出する。 

1.1.1.1 分布と回遊 

 本系群は北海道日本海側の大陸棚斜面域及び沖合海山群の斜面域に分布するが、その

詳細は不明である。ズワイガニは主に大陸棚縁辺部である水深 200～450m に分布する

と考えられているが、分布水深は地理的に大きく異なり、本州の日本海では水深 200～

500m、太平洋北部では 150～750m、オホーツク海では 100～300m に分布すると報告さ

れている(濱津ほか 2023)。近年の北海道西部系群は、ずわいがにかご漁業の海区別

CPUE 分布から推定すると、水深 200～600m の大陸棚斜面及び沖合海山群の斜面域が

漁場として利用されており、400m 前後が成体ガニの分布の中心と考えられる。以上よ

り 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用で

きる情

報はな

い 

生活史の一部のス

テージにおいて、

把握され、十分で

はないが、いくつ

かの情報が利用で

きる 

生活史のほぼ全

てのステージに

おいて把握さ

れ、資源評価に

必要な最低限の

情報がある 

生活史の一部のステ

ージにおいて、環境

要因による変化など

も含め詳細に把握さ

れ、精度の高い情報

が利用できる 

生活史のほぼ全て

のステージにおい

て、環境要因など

による変化も詳細

に含め把握され、

精度の高い十分な

情報が利用できる 

 

1.1.1.2 年齢・成長・寿命 

 本海域におけるズワイガニ漁業の歴史は浅く、成長や齢期に関する知見はない。寿命

は不明だが、京都府沖に分布する日本海系群では 13～15 年と推定されている。オホー

ツク海における齢期（脱皮間隔）に関し、漁獲物の甲幅組成を利用した解析が試みられ

ているが（菅野 1975）、最終脱皮についての検討がなされていないため、漁獲サイズへ

の適用については問題がある。雌では 10 齢から 11 齢への脱皮を最後に成熟するが、雄

では個体によって最終脱皮を終える齢期が異なる（桑原ほか 1995）。以上より 2 点を配

点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情

報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握さ

れ、精度の高い十分

な情報が利用できる 

 

1.1.1.3 成熟と産卵 

 年齢は不明であるが、隣接するオホーツク海における 50%成熟甲幅は、雌 63mm、雄

106mm と報告されている(柳本ほか 2004)。以上より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握さ

れ、精度の高い十分

な情報が利用できる 

 

1.1.1.4 種苗放流に必要な基礎情報 

 本種については、大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

1点 2点 3点 4点 5点 

把握され

ていない 

データはあ

るが分析さ

れていない 

適正放流数、放流適

地、放流サイズ等の利

用できる情報があり分

析が進められている 

適正放流数、放

流適地、放流サ

イズは経験的に

把握されている 

適正放流数、放流適

地、放流サイズは調

査・研究によって把

握されている 

 

1.1.2 モニタリングの実施体制 

 資源生物学的情報を収集するためのモニタリング調査によって、対象魚種の把握並び

に資源管理の実施に必要な多数の有益な情報を得ることができる。モニタリング体制と

しての項目並びに期間について、1.1.2.1～1.1.2.6 の 6 項目において資源評価の実施に必

要な情報が整備されているかを評価する。評価対象となる情報は、①科学的調査、②漁

獲量の把握、③漁獲実態調査、④水揚物の生物調査、である。種苗放流を実施している

魚種については、⑤種苗放流実績の把握、⑥天然魚と人工種苗の識別状況、についても

対象とする。個別に採点した結果を単純平均して総合得点を算出する。ここでいう期間

の長短とは、動向判断に必要な 5 年間または、3 世代時間（IUCN 2019）を目安とする。 

1.1.2.1 科学的調査 

 実施していないため、1 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

資源評価に必要

な短期間のいく

つかの情報が利

用できる 

資源評価に必要

な短期間の十分

な情報が利用で

きる 

資源評価に必要

な長期間のいく

つかの情報が利

用できる 

資源評価に必要

な長期間の十分

な情報が利用で

きる 

 

1.1.2.2 漁獲量の把握 

 本海域では、1997 年に TAC 制度が始まって以来、北海道が知事管理分の TAC 報告の

ために漁場別漁獲状況調査を集計している（濱津ほか 2023）。以上より 5 点を配点する。 

 
図 1.1.2.2 漁獲量の推移（濱津ほか（2023）より転載） 
 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲量は

不明であ

る 

一部の漁獲量が

短期間把握でき

ている 

一部の漁獲量が長期間把握で

きているが、総漁獲量につい

ては把握できていない 

総漁獲量が

短期間把握

できている 

総漁獲量が長

期間把握でき

ている 

 

1.1.2.3 漁獲実態調査 

 ずわいがにかご漁業については、1988 年漁期以降、操業記録が北海道立総合研究機

構（道総研）により収集されている（濱津ほか 2023）。以上より 4 点を配点する。 
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図 1.1.2.3 ずわいがにかご漁業における努力量の推移（濱津ほか（2023）より転載） 
 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.1.2.4 水揚物の生物調査 

 対象海域の主要な市場で、生物情報収集調査が道総研により実施されている(濱津ほ

か 2023)。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.1.2.5 種苗放流実績の把握 

 本種については、大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

1点 2点 3点 4点 5点 

放流実績等

の記録はほ

とんどない 

. 一部の項目、地

域、時期につい

ては、放流実績

等が記録されて

親魚の由来、親魚

数、放流数、放流

サイズ、放流場所

の大部分は継続的

対象資源について、親魚

の由来、親魚数、放流

数、放流サイズ、放流場

所が全て把握され継続的
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いない に記録されている に記録されている 

 

1.1.2.6 天然魚と人工種苗の識別状況 

 本種については、大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

1点 2点 3点 4点 5点 

天然魚と放流魚の識別

が出来ない状態である 

. 標識等により人工種

苗と天然種苗の識別

が可能である 

. 標識等により人工種苗の

放流履歴（年、場所等）

まで把握可能である 

 

1.1.3 資源評価の方法と評価の客観性 

 資源評価は、漁業が与える影響により漁獲生物資源がどのように変化したかを把握し、

また、将来の動向を予測するため、漁獲統計資料や各種の調査情報を収集解析すること

であり、資源（漁業）管理のための情報として非常に重要である（松宮 1996）。資源評

価方法、資源評価結果の客観性を 1.1.3.1、1.1.3.2 の 2 項目で評価する。 

 

1.1.3.1 資源評価の方法 

 漁場別の CPUE を個別に算出し、中長期的な CPUE の変動を総合的に見て資源の水

準と動向を判断している（濱津ほか 2023）。評価手法②により判定し、3 点を配点する。 

評価

手法 
1点 2点 3点 4点 5点 

① . . . 単純な現存量推

定の経年変化に

より評価 

努力量情報を加

えるなど詳細に

解析した現存量

推定の経年変化

により評価 

② . . 単純なCPUEの

経年変化によ

り評価 

標準化を行うなど

詳細に解析した

CPUEの経年変化に

より評価 

. 

③ . 一部の水揚げ地の

漁獲量経年変化の

みから評価また

は、限定的な情報

に基づく評価 

漁獲量全体の

経年変化から

評価または、

限定的な情報

に基づく評価 

. . 

④ . . . 分布域の一部で

の調査に基づき

資源評価が実施

されている 

分布域全体での

調査に基づき資

源評価が実施さ

れている 
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⑤ 資源評価無 . . . . 

 

1.1.3.2 資源評価の客観性 

 水産庁の我が国周辺水域漁業資源評価等推進事業の参画機関である、水産研究・教育

機構及び道の水産試験研究機関等では解析結果及びデータを資源評価検討の場である

ブロック資源評価会議前に共有している。資源評価結果は翌年度までにデータを含め、

水産庁のホームページにて公開している。報告書作成過程では、複数の有識者による助

言協力を仰ぎ、有識者の意見による修正がブロックの資源評価会議でなされる。資源評

価手法並びに結果については外部査読が行われているが検討の場が完全な公開ではな

いため 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

データや検討の場が

非公開であり、報告

書等の査読も行われ

ていない 

. データや検討の場が条件付

き公開であり、資源評価手

法並びに結果については内

部査読が行われている 

. データや検討の場が公開

されており、資源評価手

法並びに結果については

外部査読が行われている 

 

1.1.4 種苗放流効果 

 本種については、大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

 

1.2 対象種の資源水準と資源動向 

1.2.1 対象種の資源水準と資源動向 

本系群の現状の資源量水準の評価については、かにかご漁業の各漁場の CPUE を一括

して取り扱う形で算出した標準化 CPUE を用いて検討することとした。資源管理基本方

針では、資源量指標値（かにかご漁業による標準化 CPUE）が 1.0 付近であることが維

持または回復させるべき目標とされている。資源量指標値は、1986～1996 年漁期に低

下傾向にあったが、1997 年漁期以降は横ばい傾向、2000～2013 年漁期は上昇傾向を示

し、近年は比較的高い水準が維持されている。2021 年漁期の資源量指標値は 1.01 であ

り、この目標水準に近かった。標準化 CPUE、漁場別 CPUE の最近 5 年間（2017～2021

年漁期）の増減傾向から、動向は横ばいと判断される（図 1.2.1）（濱津ほか 2023）。 

資源量指標値が目標水準を上回り、動向は横ばいであることから、評価手法②の 3 点に

相当すると考えられる。 
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図 1.2.1 資源量指標値（標準化 CPUE）の推移と目標水準。青破線は資源管理基本方針

で定められた目標水準を示す。 

 

評価

手法 
1点 2点 3点 4点 5点 

① 

限界管理基準

値以下 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・減少 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・横ばい 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・増加 

目標管理基準

値以上 

② 

低位・減少 

低位・横ばい 

判定不能、不明 

低位・増加 

中位・減少 

中位・横ばい 高位・減少 

中位・増加  

高位・増加 

高位・横ばい 

 

1.3 対象種に対する漁業の影響評価 

1.3.1 現状の漁獲圧が対象資源の持続的生産に及ぼす影響 

 本資源に対しては、北海道知事管理分として TAC が配分されており、2021 年漁期は

ずわいがにかご漁業に対して 39 トン、その他漁業に対して若干量として、合計 43 トン

が定められているが、2021 年漁期の漁獲量は 7 トンであり、漁獲努力量は減少傾向で

ある（濱津ほか 2023）。これらのことから漁業の影響は小さいと考えられるため、評価

手法③により 3 点とする。 
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評価

手法 
1点 2点 3点 4点 5点 

① Bcur ≦ Blimit 

Fcur ＞ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 

Fcur ＞ Flimitまたは 

Bcur ≦ Blimit 

Fcur ≦ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 

Fcur ≦ Flimit 

② Ccur ＞ ABC . . Ccur ≦ ABC . 

③ 漁業の影響が大きい . 漁業の影響が小さい . . 

④ 不明、判定不能 . . . . 

 

1.3.2 現状漁獲圧での資源枯渇リスク 

 希少性評価結果から、本海域の 3 世代時間（33 年）以内の絶滅確率は 1.06×e-36 と極

めて低い（水産庁 2017）。現状の漁獲圧において資源が枯渇するリスクは極めて低いと

考えられる。以上より評価手法③により判定し、4 点を配点する。 

評価

手法 
1点 2点 3点 4点 5点 

① 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

. 資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

がほとんど無い

と判断される 

②③ 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

が低いと判断さ

れる 

. 

④ 判定していない . . . . 

 

1.3.3 資源評価結果の漁業管理への反映 

 資源評価は、それ自体が最終的な目的ではなく、資源管理、漁業管理のための情報を

増大させる一環として位置づけられる（松宮 1996）。漁業管理方策策定における資源評

価結果の反映状況を、規則と手続きの視点から評価する。 

1.3.3.1 漁業管理方策の有無 

 本系群に対する生物学的な許容漁獲量は算定されていないが、評価の結果を受けて

TAC が設定され水産政策審議会で承認されている（水産庁 2022）。以上より 4 点とす

る。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業制御

規則はな

い 

漁獲制御規則があ

るが、漁業管理に

は反映されていな

い 

. 漁獲制御規則が

あり、その一部

は漁業管理に反

映されている 

漁獲制御規則があり、漁業管理

に十分反映されている。若しく

は資源状態が良好なため管理方

策は管理に反映されていない 
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1.3.3.2 予防的措置の有無 

 我が国の資源管理のための漁獲方策（harvest control rule）では、管理基準設定に際し

不確実性を考慮した管理基準が設定されているが、本系群では考慮されていない。以上

より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

予防的措置が考

慮されていない 

予防的措置は考慮

されているが、漁

業管理には反映さ

れていない 

. 予防的措置は考慮

されており、その

一部は漁業管理に

十反映されている 

予防的措置が考

慮されており、

漁業管理に十分

反映されている 

 

1.3.3.3 環境変化が及ぼす影響の考慮 

 環境変化との関係は不明であるため、1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

環境変化の影響

については、調

べられていない 

環境変化の影響が

存在すると思われ

るが、情報は得ら

れていない 

環境変化の影響

が把握されてい

るが、現在は考

慮されていない 

環境変化の影

響が把握さ

れ、一応考慮

されている 

環境変化の影

響が把握さ

れ、十分に考

慮されている 

 

1.3.3.4 漁業管理方策の策定 

 かご漁業許可に際していくつかの制限があり、このことが漁獲努力量及び漁獲量の制

限に機能している。海洋生物資源の保存及び管理に関する基本計画第 3 に記載されてい

る本系群の中期的管理方針では、「資源の維持もしくは増大を基本方向として、安定的

な漁獲量を維持できるよう管理を行うものとする」とされており、漁獲量を維持するこ

とで、資源を持続的に利用可能であると考えられる（濱津ほか 2023）。以上より 5 点を

配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

外部専門家や利害関係者の意

見は全く取り入れられていな

い、または、資源評価結果は

漁業管理へ反映されていない 

. 内部関係者の検

討により、策定

されている 

外部専門

家を含め

た検討の

場がある 

外部専門家や利

害関係者を含め

た検討の場が機

能している 

 

1.3.3.5 漁業管理方策への遊漁、外国漁船、IUU 漁業などの考慮 

 外国船による漁獲は現在行われていない。遊漁による漁獲は非常に少なく、IUU 漁業

による漁獲も把握されていないがほとんど存在しないと考えられる。以上より 5 点を配

点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 
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遊漁、外国漁

船、IUUなど

の漁獲の影響

は考慮されて

いない 

遊漁、外国漁

船、IUU漁業

による漁獲を

考慮した漁業

管理方策の提

案に向けた努

力がなされて

いる 

遊漁、外国漁

船、IUU漁業に

よる漁獲を考慮

する必要があ

り、一部に考慮

した漁業管理方

策の提案がなさ

れている 

遊漁、外国漁船、

IUU漁業による漁

獲を殆ど考慮する

必要がないか、も

しくは十分に考慮

した漁業管理方策

の提案がなされて

いる 

遊漁、外国漁船、

IUU漁業による漁

獲を考慮する必要

がないか、もしく

は完全に考慮した

漁業管理方策の提

案がなされている 
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2．海洋環境と生態系への配慮 

概要 

生態系情報・モニタリング（2.1） 

当該海域においてズワイガニを漁獲する漁業による生態系への影響の把握に必要と

なる情報、モニタリングの有無については以下の状況である。評価対象種の生態等は日

本海西部での知見がある。対象海域における資源、漁業の状況はある程度把握されてい

る（2.1.1 3 点）。海洋環境の調査・観測については水産機構、北海道立総合研究機構

により定期的に行われている（2.1.2 4 点）。漁業種類別・魚種別漁獲量については把

握されているが、混獲非利用種や希少種について漁業から情報収集できる体制は整って

いない（2.1.3 3 点）。 

 

同時漁獲種（2.2） 

ズワイガニを漁獲する漁業（かご網）による他魚種への影響であるが、かにかごは漁

具の選択制が高いため、混獲利用種、混獲非利用種、混獲希少種とも無視できるレベル

と考えられる（2.2.1～3 5 点）。 

 

生態系・環境（2.3） 

食物網を通じたズワイガニ漁獲の間接影響は以下の通り評価された。当該海域にお

けるズワイガニの捕食者としてはマダラが知られている。マダラの北海道日本海海域

における資源の状況は高位・増加傾向であり、ズワイガニの漁獲が捕食者であるマダ

ラに及ぼす影響は見出せない（2.3.1.1 4 点）。ズワイガニの主な餌料はクモヒトデ

類、小型貝類等と推測される。これら無脊椎動物類の豊度に関するデータは得られて

いないが、漁業の対象ではないため混獲の影響は無視できる（2.3.1.2 4 点）。ズワ

イガニの競争者としては、ベントス食性のかれい類であるソウハチ、マガレイ、アカ

ガレイが候補に挙げられるが、これら 3種の資源状態は懸念される状態ではない

（2.3.1.3 4 点）。 

漁業による生態系全体への影響については、2014 年以降、総漁獲量の減少が認めら

れるが主漁場が評価対象海区外である近年のサンマ不漁によるところが大きく、かに

かご漁業が要因とは考えにくいため、生態系全体に及ぼす影響は小さいと推定された

（2.3.2 5 点）。 

 海底環境への影響については、かにかご漁業は海底をひき回す漁法ではないため影響

は小さいと判断された（2.3.4 5 点）。水質環境への負荷は低いと判断される(2.3.5 5

点)。大気環境への影響について、かにかご船による単位漁獲量あたり CO2 排出量は得
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られていないが、操業形態が比較的近い刺網や定置網を参考にすると、全体では中位程

度の部類に属するため、やや悪影響が懸念されると判断された(2.3.6 3 点)。 

 

評価範囲 

① 評価対象漁業の特定 

 濱津ほか（2020）によれば、ズワイガニ北海道西部系群に対する 2014～2018 年の平

均の漁法別漁獲量はかにかご 18.6 トン（83％）、その他 4トン（18％）である。よって

評価対象漁業はかにかごとする。 

② 評価対象海域の特定 

北海道西部海域は、農林水産統計上は北海道日本海北区（北海道日本海域～オホーツ

ク海海域）に含まれるが、オホーツク海側には評価単位の異なるオホーツク海系群が存

在するため、北海道日本海北区のうち北海道日本海海域を評価対象海域とする。評価項

目によっては、両海域の分離が不可能なものも存在するため、その場合は北海道日本海

北区で評価を行う。 

③ 評価対象漁業と生態系に関する情報の集約と記述 

1) 漁具、漁法 

かにかご漁法。漁具はべにずわいがにかご漁業と合わせて 6 連、1,000 カゴ以内

が許可条件とされている（濱津ほか 2020）。 

なお、ケガニ対象のかにかご漁業については、北海道立総合研究機構から漁具・

漁法の情報が紹介されているが（北海道立総合研究機構 2013）、ズワイガニの漁場

水深帯（200～500m）はケガニ（60～130m）より深く、漁法等の詳細は不明である。 

 

2) 船サイズ、操業隻数、総努力量 

50～100 トン程度、2～3隻、総努力量約 6,000 カゴ／年 

 

3) 主要魚種の年間漁獲量 

北海道日本海での漁獲量として檜山、後志、石狩、留萌の各振興局における漁獲量（農

林水産統計; 市町村別結果からの積算集計）、及び宗谷総合振興局の日本海側での漁獲

量を合計した。2018 年の統計で上位に来る種は下表の通りである。宗谷総合振興局の

沖底（稚内、枝幸）は日本海側とオホーツク海側で操業しているが、沖底の漁場別魚種

別漁獲統計（北海道漁業調整事務所・北海道区水産研究所 2019）を用いて日本海海域

での魚種別漁獲量を算定した。宗谷総合振興局の豊富町、利尻冨士町、利尻町、礼文町

の魚種別漁獲量（北海道水産林務部 2019）、及び稚内市の沖底以外の魚種別漁獲量に

ついても日本海側の漁獲量とした。稚内市は一部オホーツク海側に面しているが分けら
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れないためすべて日本海側と見做した。 

魚種名 檜山～留萌 
宗谷･沖底 

日本海 

稚内･沖底

以外 
礼文～豊富 計 

率

（％） 

合計 46,352 9,932 55,942 13,833 126,059  

ホッケ 9,238 5,798 229 6,295 21,560 17.1 

たこ類 5,523 81 3,439 669 9,712 7.7 

マダラ 2,943 1,801 18 2,106 6,868 5.4 

スルメイカ 4,686 30 1,647 95 6,458 5.1 

かれい類 4,460 65 39 266 4,830 3.8 

スケトウダラ 3,126 1,324 0 149 4,599 3.6 

さけ類 2,802  1,124 397 4,323 3.4 

ニシン 2,796 20 0 73 2,889 2.3 

ホタテ 0  47,723 15 47,738 37.9 

 

4) 操業範囲：大海区、水深範囲 

北海道西部日本海水域、水深 200～500ｍ。 

5) 操業の時空間分布 

漁場は武蔵堆、忍路海山、積丹海山の 3ヶ所。漁期は 11～4 月。 

6) 同時漁獲種 

・農林水産統計ではかご漁業の魚種別漁獲量は不明であるが、かにかご漁業における混

獲種は無視できる（北水研 私信）。 

混獲非利用種  

・農林水産統計ではかご漁業の魚種別漁獲量は不明であるが、かにかご漁業における混

獲種は無視できる（北水研 私信）。 

7) 希少種 

環境省（2019）によるレッドデータブック掲載種の中で、生息域が評価対象海域と

重複する動物は以下の通りである。 

アカウミガメ（EN）、エトピリカ（CR）、ウミガラス（CR）、ウミスズメ（CR）、ヒメ

ウ（EN）、アホウドリ（VU） 
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2.1 操業域の環境・生態系情報、科学調査、モニタリング 

2.1.1 基盤情報の蓄積 

評価対象種の生態等は日本海西部での知見があり（上田ほか 2020）利用可能である。

対象海域における資源、漁業の状況はある程度把握されている（濱津ほか 2020）。その

ため 3 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情

報はない 

 部分的だが利

用できる情報

がある 

リスクベース評

価を実施できる

情報がある 

現場観測による時系列データや生

態系モデルに基づく評価を実施で

きるだけの情報が揃っている 

 

2.1.2 科学調査の実施 

当該海域では水産機構（北海道区水産研究所 2019）、北海道立総合研究機構（稚内水

産試験場 2019、北海道立総合研究機構 2020）により定期的に海洋環境の調査・観測が

行われている。したがって 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

科学調査は

実施されて

いない 

 海洋環境や生態系につ

いて部分的・不定期的

に調査が実施されてい

る 

海洋環境や生態系に

関する一通りの調査

が定期的に実施され

ている 

海洋環境モニタリングや

生態系モデリングに応用

可能な調査が継続されて

いる 

 

2.1.3 漁業活動を通じたモニタリング 

漁業種類別の漁獲量については農林水産省統計部によって調査されているが、混獲非

利用種や希少種について、漁業から情報収集できる体制は整っていない。したがって 3

点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業活動から

情報は収集さ

れていない 

 混獲や漁獲物組成

等について部分的

な情報を収集可能

である 

混獲や漁獲物組成等

に関して代表性のあ

る一通りの情報を収

集可能である 

漁業を通じて海洋環境や生

態系の状態をモニタリング

できる体制があり、順応的

管理に応用可能である 

 

2.2 同時漁獲種 

2.2.1 混獲利用種 

かにかごは漁具の選択制が高いため、混獲種は無視できるレベルと考えられる。よっ

て 5点とする。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

混獲利用種の中

に資源状態が悪

い種もしくは混

獲による悪影響

のリスクが懸念

される種が多く

含まれる 

混獲利用種の中に混獲に

よる資源への悪影響が懸

念される種が少数含まれ

る。CAやPSAにおいて悪影

響のリスクは総合的に低

いが、悪影響が懸念され

る種が少数含まれる 

混獲利用種の中

に資源状態が悪

い種もしくは混

獲による悪影響

のリスクが懸念

される種が含ま

れない 

個別資源評価に基

づき、混獲利用種

の資源状態は良好

であり、混獲利用

種は不可逆的な悪

影響を受けていな

いと判断される 

 

2.2.2 混獲非利用種 

かにかごは漁具の選択制が高いため、混獲種は無視できるレベルと考えられる。よっ

て 5点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施で

きない 

混獲非利用種の中

に資源状態が悪い

種が多数含まれ

る。PSAにおいて

悪影響のリスクが

総合的に高く、悪

影響が懸念される

種が含まれる 

混獲非利用種の中

に資源状態が悪い

種が少数含まれ

る。PSAにおいて悪

影響のリスクは総

合的に低いが、悪

影響が懸念される

種が少数含まれる 

混獲非利用種の

中に資源状態が

悪い種は含まれ

ない。PSAにおい

て悪影響のリス

クは低く、悪影

響が懸念される

種は含まれない 

混獲非利用種の

個別資源評価に

より、混獲種は

資源に悪影響を

及ぼさない持続

可能レベルにあ

ると判断できる 

 

2.2.3 希少種 

アカウミガメ（EN）、エトピリカ（CR）、ウミガラス（CR）、ウミスズメ（CR）、ヒメ

ウ（EN）、アホウドリ（VU）の分布域が対象海域と重複するが、かにかごは漁具の選択

制が高いため、混獲種は無視できるレベルと考えられる。よって 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

希少種の中に資源状態

が悪く、当該漁業によ

る悪影響が懸念される

種が含まれる。PSAや

CAにおいて悪影響のリ

スクが総合的に高く、

悪影響が懸念される種

が含まれる 

希少種の中に資源

状態が悪い種が少

数含まれる。PSA
やCAにおいて悪影

響のリスクは総合

的に低いが、悪影

響が懸念される種

が少数含まれる 

希少種の中に資源

状態が悪い種は含

まれない。PSAや

CAにおいて悪影響

のリスクは総合的

に低く、悪影響が

懸念される種は含

まれない 

希少種の個別

評価に基づ

き、対象漁業

は希少種の存

続を脅かさな

いと判断でき

る 
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2.3 生態系・環境 

2.3.1 食物網を通じた間接作用 

2.3.1.1 捕食者 

当該海域におけるズワイガニの捕食者としてはマダラが知られている（濱津ほか

2020）。マダラの北海道日本海海域における資源の状況は、1985～2018 年の沖底 CPUE

の推移から判断して水準は高位、直近 5 年（2014～2018 年）の沖底 CPUE の推移から

動向は増加傾向とされる（千村ほか 2020）。すなわち、資源量を評価対象要素とする

CA 評価によれば、かにかご漁業によるズワイガニの漁獲が捕食者であるマダラに及

ぼす影響は見出せないことから、スコアは 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施

できない 

多数の捕食者に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

一部の捕食者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

CAにより対象漁

業の漁獲・混獲

によって捕食者

が受ける悪影響

は検出されない 

生態系モデルベースの

評価により、食物網を

通じた捕食者への間接

影響は持続可能なレベ

ルにあると判断できる 

 

2.3.1.2 餌生物 

北海道西部日本海におけるズワイガニの食性は不明であるが、本州日本海西部におい

てはズワイガニの主な餌料はクモヒトデの 1 種 Ophiura paucisquama、二枚貝のキビソ

デガイ等である（安田 1967）。これから推測してクモヒトデ類、小型貝類等が餌生物と

考えられる。これら無脊椎動物類の豊度に関するデータは得られていないが、漁業の対

象ではないと考えられるため混獲の影響は無視できるであろう。このため 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施

できない 

多数の餌生物に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

一部の餌生物

に定向的変化

や変化幅の増

大などの影響

が懸念される 

CAにより対象漁

業の漁獲・混獲

によって餌生物

が受ける悪影響

は検出されない 

生態系モデルベースの

評価により、食物網を

通じた餌生物への間接

影響は持続可能なレベ

ルにあると判断できる 

 

2.3.1.3 競争者 

 ③ 3)で示した北海道日本海水域における漁獲量が大きい種のうち、ズワイガニと同

じくベントス食性の魚種はかれい類が挙げられる。当該海域におけるかれい類としては、

檜山、後志、石狩、留萌の振興局別漁獲量、及び宗谷振興局の沖底（稚内・枝幸）での

日本海海域における漁獲量（北海道漁業調整事務所・北海道区水産研究所 2019）の合

計値の上位からソウハチ、マガレイ、アカガレイとした。2007～2018 年の平均漁獲量は

上から順にソウハチ(1,672 トン）、マガレイ(1,096 トン）、アカガレイ(808 トン）、等であ
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った。これらかれい類 3 種について CA 評価を実施した。 

ズワイガニ北海道日本海の競争者に対する CA 評価 

評価対象漁業 かご 

評価対象海域 北海道日本海 

評価対象魚種 ズワイガニ 

評価項目番号 2.3.1.3 

評価項目 競争者 

評価対象要素 

資源量（漁獲量） 4 

再生産能力  

年齢・サイズ組成  

分布域  

その他：  

評価根拠概要 かれい類3種の資源状態は懸念される状態でないため4点とする。 

評価根拠 

かれい類3種（ソウハチ、マガレイ、アカガレイ）のうち、ソウハチ（北海

道北部系群）、マガレイ（北海道北部系群）については資源評価が行われて

おり、その結果は以下の通りである。 

・ソウハチ（北海道北部系群）：1980年以降の沖底標準化CPUEの推移から

2018年の資源水準は中位、過去5年間（2014～2018年）の標準化CPUEの推移

から動向は増加とされた（石野ほか 2020）。 

・マガレイ（北海道北部系群）：1985年以降の漁獲量の推移から資源水準は

中位、2014～2018年のCPUEの推移から動向は増加とされる（山下ほか

2020）。 

 アカガレイについては当該海域における資源解析が行われていないため、

資源量の指標と考えられる檜山、後志、石狩、留萌の振興局における漁獲量

（北海道水産林務部 2019）、及び宗谷振興局の沖底での日本海側漁獲量を用

いた。図には同時に同海域のソウハチ、マガレイの漁獲量も示した。 

 
 図2.3.1.3 かれい類3種北海道日本海における漁獲量 

アカガレイの漁獲量はほぼ横ばいであり、資源水準は不明であるものの、資

源が懸念される状態とはいえないであろう。 

 

以上のことから北海道日本海におけるズワイガニの競争者と考えられるかれ

い類3種について、資源が懸念される状態ではないことから4点とする。 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2007 2009 2011 2013 2015 2017

漁
獲
量
（
ト
ン
）

マガレイ ソウハチ アカガレイ
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2.3.2 生態系全体 

2017 年の海面漁業生産統計によれば、評価対象海域の漁獲量で上位 10種に入った魚

種の漁獲組成は図 2.3.2a の通りである。 

図 2.3.2b に示した評価対象海域に

おける漁獲物の栄養段階組成をみ

ると、漁獲は栄養段階（TL）1.5–2.0

で多く、図 2.3.2a で 55%を占める栄

養段階2.0程度のホタテガイが寄与

していることがわかる。 

 

 

 

 

 

図 2.3.2a 2017 年の海面漁業生産統計

に基づく北海道日本海北区の漁獲物の

種組成 

 

2004～2017 年の海面漁業生産統計調査から計算した、各大海区の総漁獲量と漁獲物

平均栄養段階（MTLc）は図 2.3.2c の通りである。北海道日本海北区では、2014 年以降、

総漁獲量の減少が認められるが主漁場が評価対象海区外である近年のサンマ不漁によ

るところが大きく、かにかご漁業が要因とは考えにくいため、生態系全体に及ぼす影響

は小さいと推定されたことから、5 点とした。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施

できない 

対象漁業による影

響の強さが重篤で

ある、もしくは生

態系特性の定向的

変化や変化幅拡大

が起こっているこ

とが懸念される 

対象漁業による影

響の強さは重篤で

はないが、生態系

特性の変化や変化

幅拡大などが一部

起こっている懸念

がある 

SICAにより対象漁

業による影響の強

さは重篤ではな

く、生態系特性に

不可逆的な変化は

起こっていないと

判断できる 

生態系の時系列

情報に基づく評

価により、生態

系に不可逆的な

変化が起こって

いないと判断で

きる 

 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施

できない 

多数の競争者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

一部の競争者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

CAにより対象漁

業の漁獲・混獲

によって競争者

が受ける悪影響

は検出されない 

生態系モデルベースの

評価により、食物網を

通じた競争者への間接

影響は持続可能なレベ

ルにあると判断できる 
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図 2.3.2b 2017 年の海面漁業生産統計調査（暫定値）から求めた、日本周辺大海区別の漁獲物栄

養段階組成 
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図 2.3.2c 海面漁業生産統計調査から計算した、日本周辺海域の総漁獲量（青色）と漁獲物平均

栄養段階（MTLc）（オレンジ色） 

 

2.3.3 種苗放流が生態系に与える影響 

 ズワイガニは種苗放流対象種ではないため、本項目は評価しなかった。 

 

2.3.4 海底環境（着底漁具を用いる漁業） 

かにかごは着底漁具であるが、海底をひき回す漁具ではなく、海底環境への影響はご

く軽微であると考えられることから 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施で

きない 

当該漁業による

海底環境への影

響のインパクト

が重篤であり、

漁場の広い範囲

で海底環境の変

化が懸念される 

当該漁業による海

底環境への影響の

インパクトは重篤

ではないと判断さ

れるが、漁場の一

部で海底環境の変

化が懸念される 

SICAにより当該

漁業が海底環境

に及ぼすインパ

クトおよび海底

環境の変化が重

篤ではないと判

断できる 

時空間情報に基

づく海底環境影

響評価により、

対象漁業は重篤

な悪影響を及ぼ

していないと判

断できる 
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2.3.5 水質環境 

船舶から海洋への汚染物質流出や廃棄物の投棄については、海洋汚染等及び海上災

害の防止に関する法律及びその施行令によって規制されている。これにより総トン数

100 トン以上の船舶には油水分離機の設置義務(型式承認物件)があり、排出可能な水

域(該当漁船の操業海域とは合致しない)と濃度並びに排出方法が規制されている。食

物くずを距岸 12海里以内で排出する場合は、すべての船に食物くず粉砕装置の設置が

義務付けられている。船上で廃棄物を焼却する場合には、すべての船に IMO 認定品の

焼却炉の設置が義務付けられている（廃棄物の海洋投棄は食物くず以外認められてい

ないので、焼却しない場合は廃棄物持ち帰りとなる）。焼却炉等の設備は、5 年に一回

の定期検査と 2～3年に一回の中間検査における検査の対象であり、検査に合格しなけ

れば船舶検査証書の交付が受けられず、航行できない。底びき網漁船は、いずれも許

可を受けて建造され、建造後も 5年ごとの定期検査と 2～3年ごとの中間検査を受けて

運航されている。 

 対象漁業が操業する評価対象海域を管轄する第一管区海上保安部による環境関連法

令違反の検挙数は 62 件（海上保安庁 2018）であったが、本評価対象となる底びき網の

検挙例は見当たらなかった。以上の結果から、対象漁業からの排出物は適切に管理され

ており、水質環境への負荷は低いと判断されるため、5点と評価する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

取り組み状況

について情報

不足により評

価できない 

多くの物質に

関して対象漁

業からの排出

が水質環境へ

及ぼす悪影響

が懸念される 

一部物質に関

して対象漁業

からの排出が

水質環境へ及

ぼす悪影響が

懸念される 

対象漁業からの排

出物は適切に管理

されており、水質

環境への負荷は軽

微であると判断さ

れる 

対象漁業による水質環

境への負荷を低減する

取り組みが実施されて

おり、対象水域におけ

る濃度や蓄積量が低い

ことが確認されている 

 

2.3.6 大気環境 

 かにかご船による単位漁獲量あたり CO2排出量は得られていないが、Park et al. (2015)

によると、操業形態が比較的近い刺網や定置網では 1.45〜2.75 となっており、かにかご

の単位漁獲量あたり CO2 排出量が 1.448～4.835 の範囲に入るとすると、全体では中位

程度の部類に属するため、評価は 3 点が妥当と考えられる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

多くの物質に関

して対象漁業か

らの排出ガスに

よる大気環境へ

の悪影響が懸念

される 

一部物質に関し

て対象漁業から

の排出ガスによ

る大気環境への

悪影響が懸念さ

れる 

対象漁業からの排

出ガスは適切に管

理されており、大

気環境への負荷は

軽微であると判断

される 

対象漁業による大気環境

への負荷を軽減するため

の取り組みが実施されて

おり、大気環境に悪影響

が及んでいないことが確

認されている 
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3．漁業の管理 

概要 

管理施策の内容（3.1） 

 かにかご漁業は北海道知事許可漁業である。またズワイガニは TAC 魚種であり、ア

ウトプット・コントロールがなされている（3.1.1 5 点）。操業期間、網目合に制限があ

り、甲幅 10cm（9cm）未満、雌は採捕禁止とされている（3.1.2 5 点）。かにかご漁業は

海底環境への影響はごく軽微であると考えられる（3.1.4.1 5 点）。北海道漁業協同組合

連合会では漁民の森づくり活動が活発に行われている（3.1.4.2 5 点）。 

 

執行の体制（3.2） 

 管理の執行については、国内を生息域とすると、管理体制が確立し機能しており

（3.2.1.1 4 点）、かにかご漁業は道が監視体制をとっている。TAC についても道知事管

理量である（3.2.1.2 5 点）。法令違反に対する罰則規定は有効である（3.2.1.3 5 点）。TAC

魚種であり、海域ごとの管理の結果は引き続く年の資源評価に反映され、TAC は中期的

な管理目標に対して順応的管理と評価できる（3.2.2 5 点）。 

 

共同管理の取り組み（3.3） 

 許可にもとづいた操業であり漁業者は特定でき（3.3.1.1 5 点）、漁業者は漁業者組織

へ所属している（3.3.1.2 5 点）。かにかご漁業者の資源管理計画等は登録されていない

（3.3.1.3 2 点）。業種別組合や沿海漁業協同組合では卸売市場を運営している（3.3.1.4 5

点）。自主的及び公的管理への関係者の関与は高く評価できる（3.3.2.1 4点、3.3.2.2 5点）。

利害関係者の参画についても県、国レベルでの審議会等への関与の度合いから高く評価

した（3.3.2.3 5 点）。管理施策の意思決定については TAC、漁獲量制限以外の漁期・漁

獲物の制限等の方策についても行政（国、及び県）、漁業者、研究者、利害関係者が提

言・協議・決定を行う形で進められている（3.3.2.4 5 点）。 

 

評価範囲 

①  評価対象漁業の特定 

 ズワイガニ北海道西部系群を対象とする主な漁業種類はかにかご漁業であり（濱津ほ

か 2020）、この漁業を評価対象とする。 

② 評価対象都道府県の特定 
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 北海道のかにかご漁業を評価道、漁業種類として特定する。 

この漁業でズワイガニ北海道西部系群漁獲量の、最近年 2018 漁期年の 93%を漁獲して

いる。 

③ 評価対象漁業に関する情報の集約と記述 

 評価対象道の対象漁業について、以下の情報を集約する。1）許可及び各種管理施策

の内容、2）監視体制や罰則、順応的管理の取り組み等の執行体制、3）関係者の特定や

組織化、意思決定への参画など、共同管理の取り組み、4）関係者による生態系保全活

動 
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3.1 管理施策の内容 

3.1.1 インプット・コントロール又はアウトプット・コントロール 

 かにかご漁業は北海道知事許可漁業である。またズワイガニは TAC 魚種であり、ア

ウトプット・コントロールがなされている（農林水産省 2020, 北海道 2020）。資源水準

は中位、その動向は横ばいである（濱津ほか 2020）。したがって、かにかご漁業にはイ

ンプット・コントロールとともにアウトプット・コントロールが導入されており、漁獲

圧を有効に制御できていると評価し、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

インプット・コントロール

とアウトプット・コントロ

ールのどちらも施策に含ま

れておらず、漁獲圧が目標

を大きく上回っている 

. インプット・コン

トロールもしくは

アウトプット・コ

ントロールが導入

されている 

. インプット・コントロー

ルもしくはアウトプッ

ト・コントロールを適切

に実施し、漁獲圧を有効

に制御できている 

 

3.1.2 テクニカル・コントロール 

 操業期間、網目合に制限があり、甲幅 10cm（省令では 9cm）未満、脱皮回復期の雄

は海中還元すること、雌は採捕禁止とされている（濱津ほか 2020, 農林水産省 2017）。

テクニカル・コントロール施策が十分に導入されていると評価し、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

テクニカル・コント

ロールの施策が全く

導入されていない 

. テクニカル・コントロ

ールの施策が一部導入

されている 

. テクニカル・コント

ロール施策が十分に

導入されている 

 

3.1.3 種苗放流効果を高める措置 

 本種については、大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

1点 2点 3点 4点 5点 

放流効果を高める措

置は取られていない 

. 放流効果を高める措置

が一部に取られている 

. 放流効果を高める措置

が十分に取られている 

 

3.1.4 生態系の保全施策 

3.1.4.1 環境や生態系への漁具による影響を制御するための規制 

 かにかご漁業は海底に敷設されるが、2 軸（2.3.4）評価でも海底環境への影響はごく

軽微であると考えられるとしている。生態系に直接影響を与えていないと考えられるこ

とから、5 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

規制が全く導入さ

れておらず、環境

や生態系への影響

が発生している 

一部に導入

されている

が、十分で

はない 

. 相当程

度、施策

が導入さ

れている 

評価対象とする漁法が生態系に

直接影響を与えていないと考え

られるか、十分かつ有効な施策

が導入されている 

 

3.1.4.2 生態系の保全修復活動 

 北海道漁業協同組合連合会では漁民の森づくり活動推進事業を展開している（北海道

ぎょれん 2016, 2019a）。生態系保全・再生活動が活発に行われていると評価し、5 点を

配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

生態系の保全・

再生活動が行わ

れていない 

. 生態系の保全

活動が一部行

われている 

. 対象となる生態系が漁業活動の影響を受

けていないと考えられるか、生態系の保

全・再生活動が活発に行われている 

 

3.2 執行の体制 

3.2.1 管理の執行 

3.2.1.1 管轄範囲 

 ズワイガニ北海道西部系群は北海道日本海側の大陸棚斜面域及び沖合海山群の斜面

域に分布し、サハリン西岸漁場との関連が推測されるが、本海域でのズワイガニを対象

とした生態調査は現在実施されておらず、分布・移動の詳細は不明である（濱津ほか 

2020）。ただし、オホーツク海系群とは異なり、ロシア水域にまたがらない系群と位置

付けられている。本系群を漁獲するかにかご漁業は北海道が管轄し、漁業者は業種別漁

業協同組合あるいは沿海の地区漁業協同組合である小樽機船漁業協同組合、小樽市漁業

協同組合、稚内機船漁業協同組合に所属している。これらの上部組織は北海道漁業協同

組合連合会、北海道機船漁業協同組合連合会であり、それらの全国組織は全国漁業協同

組合、全国底曳網漁業連合会である。資源評価には道が参画し国、水産研究・教育機構

が実施している。我が国 EEZ 内を生息域とすると、管理体制が確立し、機能している。

以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

対象資源の生息

域がカバーされ

ていない 

. 機能は不十分である

が、生息域をカバーす

る管理体制がある 

. 生息域をカバーす

る管理体制が確立

し機能している 

 

3.2.1.2 監視体制 

 かにかご漁業は道が監視体制をとっている。TAC についても道知事管理量である。十



 
 

31

分な監視体制が有効に機能しているとして、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

監視はおこなわ

れていない 

主要な漁港の周辺

など、部分的な監

視に限られている 

. 完璧とは言いがた

いが、相当程度の

監視体制がある 

十分な監視体制

が有効に機能し

ている 

 

3.2.1.3 罰則・制裁 

 漁業法関連法、省令に違反した場合、免許、許可の取り消しや懲役刑、罰金あるいは

その併科となる。罰則規定としては有効と考えられ、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

罰則・制裁は設

定されていない 

. 機能は不十分であるが、罰

則・制裁が設定されている 

. 有効な制裁が設定

され機能している 

 

3.2.2 順応的管理 

 TAC 魚種であり、海域ごとの管理の結果は引き続く年の資源評価に反映される。ABC

や TAC は年に 1 回以上改定されてきており、中期的な管理目標（水産庁 2019a, 2019b）

に対して順応的管理と評価できる。順応的管理は資源評価、漁業管理手法の改善を促す

と考えられる。順応的管理が十分導入されていると評価され、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

モニタリング結果を

漁業管理の内容に反

映する仕組みがない 

. 順応的管理の仕

組みが部分的に

導入されている 

. 順応的管理が十

分に導入されて

いる 

 

3.3 共同管理の取り組み 

3.3.1 集団行動 

3.3.1.1 資源利用者の特定 

 ズワイガニ北海道西部系群を対象とするかにかご漁業は道知事許可漁業であり、許可

証の発給により操業ができる。このためすべての漁業者は特定でき、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし 5-35% 35-70% 70-95% 実質上全部 

 

3.3.1.2 漁業者組織への所属割合 

 かにかご漁業者は小樽機船漁業協同組合、小樽市漁業協同組合、稚内機船漁業協同組

合に所属している。これらの上部組織は北海道漁業協同組合連合会、北海道機船漁業協
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同組合連合会であり、それらの全国組織は全国漁業協同組合、全国底曳網漁業連合会で

ある(全国底曳網漁業連合会 2019)。すべての漁業者は漁業者組織に所属している。以上

より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし 5-35% 35-70% 70-95% 実質上全部 

 

3.3.1.3 漁業者組織の管理に対する影響力 

 TAC 管理に関してかにかご漁業者による自主的な漁獲可能量の管理を推進するため

協定制度の普及・定着を図ることとする（北海道 2020）とされるが、その協定締結に

関する情報には接しない。かにかご漁業者の資源管理計画も登録されていない（水産庁 

2020）。操業船は 3 隻であり、TAC 管理に関する情報交換はなされていると考えるのが

自然であろう。以上より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者組織が存在しな

いか、管理に関する活

動を行っていない 

. 漁業者組織の漁業管

理活動は一定程度の

影響力を有している 

. 漁業者組織が管

理に強い影響力

を有している 

 

3.3.1.4 漁業者組織の経営や販売に関する活動 

 小樽市漁業協同組合、小樽機船漁業協同組合、稚内機船漁業協同組合は卸売市場を運

営している。稚内機船漁業協同組合は漁獲物、その加工品の通販を実施している（稚内

機船漁業協同組合 2020）。また北海道漁業協同組合連合会は販売事業を展開して国内外

のマーケットへ水産物を安定供給している（北海道ぎょれん 2019b）。このように、経

営改善や流通販売に関する活動は漁業者組織で全面的に実施されており、5 点を配点す

る。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者組織がこれらの

活動を行っていない 

. 漁業者組織の一部が

活動を行っている 

. 漁業者組織が全面的

に活動を行っている 

 

3.3.2 関係者の関与 

3.3.2.1 自主的管理への漁業関係者の主体的参画 

 業種別漁業協同組合での会議、代表者による道漁業協同組合連合会、全国漁業協同組

合連合会の会議への出席、一方の業種別漁業協同組合ラインでも組合内の会合、北海道

機船漁業協同組合連合会、全国底曳網漁業連合会への会合がある。また全国漁業協同組

合連合会、全国底曳網漁業連合会は TAC 対象種を中心に報告、質疑される全国資源評

価会議に出席し、TAC 設定に関する意見交換会や資源評価情報説明会に出席する場合
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がある。具体的資料は乏しいが、年間 12 日以上の会議への出席があると考えられ、4 点

を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

なし 1-5日 6-11日 12-24日 1年に24日以上 

 

3.3.2.2 公的管理への漁業関係者の主体的参画 

 かにかご漁業者が所属する小樽市漁業協同組合の前役員が石狩後志海区漁業調整委

員会に公選委員として、小樽機船漁業協同組合、稚内機船漁業協同組合の役員がそれぞ

れ石狩後志海区漁業調整委員会、宗谷海区漁業調整委員会に知事選人学識経験委員とし

て参画している（北海道 2016, 2018）。また北海道機船漁業協同組合連合会と北海道漁

業協同組合連合会の役員が北海道連合海区漁業調整委員会に知事選任学識経験委員と

して参画している（北海道 2019）。日本海・九州西広域漁業調整委員会には都道府県互

選委員として石狩後志海区漁業調整委員会会長が参画している（水産庁 2019c）。TAC

等について審議する水産政策審議会資源管理分科会には、かにかご漁業を擁する沿海漁

業協同組合、同連合会組合の上部団体である全国漁業協同組合連合会や、業種別漁業協

同組合の上部団体である北海道機船漁業協同組合連合会の役員がそれぞれ委員、あるい

は特別委員として参画している（水産庁 2019d）。適切に参画していると評価し、5 点を

配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし . 形式的あるいは

限定的に参画 

. 適切に参画 

 

3.3.2.3 幅広い利害関係者の参画 

 海区漁業調整委員会には公益代表委員が知事選任委員として参画している（漁業法; 

農林水産省 2019）。TAC 等について審議する水産政策審議会資源管理分科会には特別

委員として水産や港湾の海事産業で働く船員等で組織する労働組合、水産物持続的利用

のコンサルタント、大学研究者等が参画している（水産庁 2019d）。適切に参画してい

ると評価し、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者以外の利害関係

者は存在するが、実質

上関与していない 

. 主要な利害関係者

が部分的・限定的

に関与している 

. 漁業者以外の利害関係者

が存在しないか、ほぼす

べての主要な利害関係者

が効果的に関与 
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3.3.2.4 管理施策の意思決定 

 1.3.3、3.1.1、3.1.2、3.3.2.1、3.3.2.2、3.3.2.3 等で見た通り、本種の資源管理施策策定

に際しては、行政（国、及び県）、漁業者、研究者、利害関係者が目標の設定、見直しに

関与し、それを受けた幅広い利害関係者を含む水産政策審議会が TAC 設定等を行って

いる。漁獲量制限以外の漁期・漁獲物の制限等の方策についても行政（国、及び県）、

漁業者、研究者、利害関係者が提言・協議・決定を行う形で進められている。なお、本

種は栽培漁業対象種ではない。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

意思決定機構

が存在せず、

施策に関する

協議もなされ

ていない 

特定の関係者を

メンバーとする

意思決定機構は

存在するが、協

議は十分に行わ

れていない 

特定の関係者をメ

ンバーとする意思

決定機構は存在

し、施策の決定と

目標の見直しがな

されている 

利害関係者を構

成メンバーとす

る意思決定機構

は存在するが、

協議が十分でな

い部分がある 

利害関係者を構

成メンバーとす

る意思決定機構

が存在し、施策

の決定と目標の

見直しが十分に

なされている 

 

3.3.2.5 種苗放流事業の費用負担への理解 

 本種については、大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

1点 2点 3点 4点 5点 

コストに関する透明性

は低く、受益者の公平

な負担に関する検討は

行われていない 

. 受益者の公平な負担につ

いて検討がなされている

か、あるいは、一定の負

担がなされている 

. コストに関する

透明性が高く、

受益者が公平に

負担している 
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4．地域の持続性 

概要 

漁業生産の状況（4.1） 

 北海道西部のズワイガニは、北海道のずわいがにかご漁業で大部分が獲られている。

漁業収入は中程度で推移していた（4.1.1.1 3 点）。収益率と漁業関係資産のトレンドに

ついては、全国平均値の会社経営体のデータを用いた結果、4.1.1.2、4.1.1.3 ともに 1 点

と低かった。経営の安定性については、収入の安定性は 2 点と低く、漁獲量の安定性は

3 点と中程度であった。漁業者組織の財政状況は 5 点と高かった。操業の安全性は 5 点

と高かった。地域雇用への貢献は高いと判断された（4.1.3.2 5 点）。労働条件の公平性

については、漁業で特段の問題はなかった（4.1.3.3 3 点）。 

 

加工・流通の状況（4.2） 

 買受人は各市場とも取扱数量の多寡に応じた人数となっており、セリ取引、入札取引

による競争原理は概ね働いている（4.2.1.1 5 点）。取引の公平性は確保されている

（4.2.1.2 5 点）。関税は基本が 6%であるが、WTO 協定加盟国と ASEAN は 4%、TPP11

や EPA を結ぶ数カ国は無税となっている（4.2.1.3 4 点）。卸売市場整備計画により衛

生管理が徹底されている（4.2.2.1 5 点）。仕向けは高級消費用である（4.2.2.2 5 点）。

労働の安全性は低いものの（4.2.3.1 1 点）、労働条件の公平性には特段の問題はなかっ

た（4.2.3.3 3 点）。以上より、本地域の加工流通業の持続性は概ね高いと評価できる。 

 

地域の状況（4.3） 

 先進技術導入と普及指導活動は概ね行われており（4.3.1.2 3 点）、物流システムは整

っていた（4.3.1.3 は 5 点）。地域の住みやすさは全体平均で 3 点であった（4.3.2.1）。水

産業関係者の所得水準は概ね高い（4.3.2.2 4 点）。地域における漁業の歴史が浅いため、

伝統的な漁法や加工料理法が存在するとはいいがたいが、近年地域の特産物としての位

置づけも向上しつつある（4.3.3.1 及び 4.3.3.2 3 点）。 

 

評価範囲 

① 評価対象漁業の特定 

 ずわいがにかご漁業 
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② 評価対象都道府県の特定 

 北海道 

③ 評価対象漁業に関する情報の集約と記述 

 評価対象都道府県における水産業並びに関連産業について、以下の情報や、その他後

述する必要な情報を集約する。 

1） 漁業種類、制限等に関する基礎情報 

2） 過去 10 年分の年別水揚げ量、水揚げ額 

3） 漁業関係資産 

4） 資本収益率 

5） 水産業関係者の地域平均と比較した年収 

6） 「住みよさランキング」（東洋経済新報社 2019）による各県沿海市の住みよさ偏差

値 
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4.1 漁業生産の状況 

4.1.1 漁業関係資産 

4.1.1.1 漁業収入のトレンド 

 漁業収入の傾向として、4.1.2.1 で算出したズワイガニの漁獲金額データを利用した。

過去 10 年のうち上位 3 年間のかにかご漁業による漁獲金額の平均と参照期間の直近年

(2015 年)の漁獲金額の比率を算出すると、0.84 となった。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.1.2 収益率のトレンド 

 漁業経営調査報告（農林水産省 2009～2018）には、漁業種類別かつ都道府県別のデー

タはないため、漁業種類別のデータを用いて分析を実施する。平成 29 年の漁業経営調

査のうち会社経営体統計の主とする漁業種類別統計のその他の漁業 10～20 トンのカテ

ゴリのデータを使用する。同カテゴリの平成 29 年までの直近 5 年間のうち 3 年間の漁

労利益はマイナスであり、収益率のトレンドは 0.1 未満なので、1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.1未満 0.1-0.13 0.13-0.2 0.2-0.4 0.4以上 

 

4.1.1.3 漁業関係資産のトレンド 

 漁業経営調査報告には、漁業種類別かつ都道府県別のデータはないため、漁業種類別

のデータを用いて分析を実施する。平成 29 年漁業経営調査のうち会社経営体統計の主

とする漁業種類別統計のその他の漁業 10～20 トンのカテゴリのデータを使用する。直

近の漁業投下固定資本額の、平成 29 年までの過去 10 年の上位 3 年の額に対する割合を

基準として現在の漁業投下固定資本額を評価すると 47%になる。以上より 1 点を配点

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.2 経営の安定性 

4.1.2.1 収入の安定性 

 漁業種類ごとの漁獲金額が公表されていないことから、「令和元（2019）年度ズワイ

ガニ北海道西部系群の資源評価」(濱津ほか 2020)より、かにかご漁業の漁獲量データを

参照し、これを北海道のズワイガニ漁業生産額に乗じることにより、同漁業のズワイガ
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ニ漁獲金額を求めた。最近 10 年間（2006~2015）の同漁業におけるズワイガニ漁獲金額

の安定性を評価した。同漁業における 10 年間の平均漁獲金額とその標準偏差の比率を

求めると、その単純平均は 0.44 となった。以上より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.2 漁獲量の安定性 

 4.1.2.1 と同様、水産研究・教育機構が公開している「令和元（2019）年度ズワイガニ

北海道西部系群の資源評価」(濱津ほか 2020)から、かにかご漁業の漁獲量データを参照

し、最近 10 年間（2006~2015）の同漁業のズワイガニ漁獲量の安定性を評価した。同漁

業について 10 年間の平均漁獲量とその標準偏差の比率を求めたところ、約 0.26 となっ

た。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.3 漁業者団体の財政状況 

 当該漁業の経営体は主に沿海漁協に所属しており、北海道の沿海漁協の経常利益（都

道府県単位）は黒字であった（農林水産省 2019）。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

経常収支は赤字となってい

るか、または情報は得られ

ないため判断ができない 

. 経常収支はほぼ

均衡している 

. 経常利益が黒字

になっている 

 

4.1.3 就労状況 

4.1.3.1 操業の安全性 

 平成 30 年の水産業における労働災害及び船舶事故による死亡者数のうち、評価対象

漁業における事故であることが特定されたか、もしくは、評価対象漁業である可能性を

否定できない死亡者数は、北海道 1 人であった（厚生労働省北海道労働局 2019, 運輸

安全委員会 2019）。海面漁業従事者数は、利用可能な最新のデータ（平成 25 年）では、

北海道 29,652 人であった（農林水産省 2015）。したがって、1,000 人当たり年間死亡者

数は、北海道 0.0337 人となる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人漁期当

たりの死亡事故

1.0人を超える 

0.75-1.0人 0.5-0.75人 0.25-0.5人 1,000人漁期当

たりの死亡事故

0.25人未満 
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4.1.3.2 地域雇用への貢献 

 水産業協同組合は当該漁業の所在地に住所を構えなければならないことを法的に定

義づけられており（水産業協同組合法第 1 章第 5 条）、またその組合員も当該地域に居

住する必要がある（同法第 2 章第 18 条）。そして漁業生産組合で構成される連合会も当

該地区内に住居を構える必要がある（同法第 4 章第 88 条）。法務省ほか（2017）によれ

ば、技能実習制度を活用した外国人労働者についても、船上において漁業を行う場合、

その人数は実習生を除く乗組員の人数を超えてはならないと定められている。ズワイガ

ニ北海道西部系群を漁獲するかにかご漁業は知事許可漁業に区分されており、現在 3 隻

の漁船が許可を得て操業している。同漁業は、規模こそ大きくはないものの地域雇用に

貢献しているものと判断し、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

事実上いない 5-35% 35-70% 70-95% 95-100% 

 

4.1.3.3 労働条件の公平性 

 労働基準関係法令違反により 2019 年 6 月 25 日現在で公表されている送検事案の件

数は、北海道において 26 件であったが、すべて他産業であった(セルフキャリアデザイ

ン協会 2019)。他産業では賃金の不払いや最低賃金以上の賃金を払っていなかった事例

や外国人技能実習生に対する違法な時間外労働を行わせた事例等があったものの、ズワ

イガニ漁業における労働条件の公平性は比較的高いと考えられる。以上より 3 点を配点

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

一部被雇用者のみ待遇が

極端に悪い、あるいは、

問題が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用

者によって待遇が極端には違わ

ず、問題も報告されていない 

. 待遇が公平

である 

 

4.2 加工・流通の状況 

4.2.1 市場の価格形成 

 ここでは各水揚げ港（産地市場）での価格形成の状況を評価する。 

4.2.1.1 買受人の数 

 北海道には 92 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 10,000 トン以上の市場が

36 市場あり、全体の約 4 割を占めている。一方、年間取扱量が 1,000 トン未満の市場は

12 市場あり、全体の 13%を占めるにとどまる。買受人数に着目すると、50 人以上登録

されている市場が 33 市場、20～50 人未満の登録が 33 市場、10～20 人未満の登録が 17

市場ある。一方 10 人未満の小規模市場は 9 市場にとどまる（2013 年漁業センサス, 農
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林水産省 2015）。セリ取引、入札取引において競争の原理は働いており、公正な価格形

成が行われている。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

. 少数の買受人が

存在する 

. 多数の買受人が

存在する 

 

4.2.1.2 市場情報の入手可能性 

 北海道が作成している卸売市場整備計画では、施設の整備、安全性確保、人の確保等

と並んで、取引の公平性・競争性の確保が記載されている(北海道 2016)。水揚げ情報、

入荷情報、セリ・入札の開始時間、売り場情報については公の場に掲示されるとともに、

買受人の事務所に電話・ファックス等を使って連絡されるなど、市場情報は買受人に公

平に伝達されている。これによりセリ取引、入札取引において競争の原理が働き、公正

な価格形成が行われている。評価は 5 点である。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

. 信頼できる価格と量の情報が、

次の市場が開く前に明らかにな

り利用できる 

. 正確な価格と量の情

報を随時利用できる 

 

4.2.1.3 貿易の機会 

 2019年4月 1日時点でのズワイガニを含むカニ類の実効輸入関税率は基本 6%でWTO

協定加盟国には 4%であるが（日本税関 2019）、ズワイガニ冷凍ものについては経済連

携協定（EPA）により、メキシコ、オーストラリア、ペルー、TPP11、EU で無税、ASEAN

で 4%となっている（3 点）。非関税障壁にあたる輸入割当は存在しないが、ズワイガニ

を含むカニは事前確認品目に挙げられている（日本貿易振興機構 2017）。しかし、事前

確認品目による輸入管理は資源保護を目的とした違法漁業によるカニの日本市場への

流入を避けるためのものであり、正常な市場競争を促しているといえる（5 点; 経済産

業省 2018）。関税、非関税障壁を平均し、4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

貿易の機会を与

えられていない 

. 何らかの規制により公正

な競争になっていない 

. 実質、世界的な競争市場に規

制なく参入することが出来る 

 

4.2.2 付加価値の創出 

 加工流通業により、水揚げされた漁獲物の付加価値が創出される状況を評価する。 

4.2.2.1 衛生管理 

 北海道では、「第 10 次北海道卸売市場整備計画」（北海道 2016）に則り、道内の産地
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卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理している。

また、「北海道 HACCP 自主衛生管理認証」（北海道 2020a）や「道産食品独自認証制度

（きらりっぷ）」を制定し、衛生管理の徹底を図っている（北海道 2020b）。札幌市では、

「札幌市 HACCP 型衛生管理導入評価制度」（札幌市 2016）や「札幌市食品衛生管理認

証制度（さっぽろ HACCP）」（札幌市 2020）を制定し、衛生管理の徹底を図っている。

以上により 5 点を配点する。なお、平成 30 年 6 月 13 日に食品衛生法等の一部が改正さ

れ、すべての食品等事業者を対象に HACCP に沿った衛生管理に取り組むこととなった

ため、今後、自主的管理認証制度の取り扱いが変更される場合もあると思われる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

衛生管理が不十分で問題

を頻繁に起こしている 

. 日本の衛生管理基

準を満たしている 

. 高度な衛生管理

を行っている 

 

4.2.2.2 利用形態 

 「国内で漁獲されるズワイガニのほとんどは、生鮮あるいは活で出荷される。いわゆ

る｢浜ゆで」と呼ばれるボイル加工はあるものの、それ以上の加工はほとんど行われな

い。」（濱田 2011）、このことから北海道においても、活カニあるいは鮮カニ、ときに浜

ゆでされていることから、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

魚粉/動物用餌/

餌料 

. 中級消費用（冷

凍、大衆加工品） 

. 高級消費用（活魚、

鮮魚、高級加工品） 

 

4.2.3 就労状況 

4.2.3.1 労働の安全性 

 平成 30 年の水産食料品製造業における労働災害による死傷者数は、北海道 196 人で

あった（厚生労働省 2019）。水産関連の食料品製造業従事者数は、利用可能な最新のデ

ータ（平成 30 年）では、北海道 25,588 人であった（経済産業省 2019）。したがって、

1,000 人当たり年間死傷数は、北海道 7.66 人となることから、1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人年当た

りの死傷者7人

を超える 

7人未満6人以上 6人未満4人以上 4人未満3人以上 1,000人年当た

りの死傷者3人

未満 

 

4.2.3.2 地域雇用への貢献 

 水産庁の平成 28 年度水産加工業経営実態調査によれば、ズワイガニ北海道西部系群

を漁獲する北海道における水産加工会社数を単純平均した値は、全国平均の約 4.59 倍
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であった(水産庁 2017)。この数字によれば当該地域の水産加工会社数は全都道府県の

加工会社数の平均を大きく上回っており、流通加工業が地域経済の活性化に貢献してい

るといえる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.3未満 0.3以上0.5未満 0.5以上1未満 1以上2未満 2以上 

 

4.2.3.3 労働条件の公平性 

 労働基準関係法令違反により 2019 年 6 月 25 日現在で公表されている送検事案の件

数は、北海道において 26 件であったが、すべて他産業であった(セルフキャリアデザイ

ン協会 2019)。他産業では賃金の不払いや最低賃金以上の賃金を払っていなかった事例

や外国人技能実習生に対する違法な時間外労働を行わせた事例等があったものの、ズワ

イガニに関わる加工・流通における労働条件の公平性は比較的高いと考えられる。以上

より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

一部被雇用者のみ待遇が

極端に悪い、あるいは、

問題が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用

者によって待遇が極端には違わ

ず、問題も報告されていない 

. 待遇が公平

である 

 

4.3 地域の状況 

4.3.1 水産インフラストラクチャ 

4.3.1.1 製氷施設、冷凍・冷蔵施設の整備状況 

 北海道における冷凍・冷蔵倉庫数は 569 工場あり、その数は日本全体の 1 割弱を占め

る。冷蔵能力は 1,142,266 トン（冷蔵能力を有する 1 工場当たり 2,029 トン）、1 日当た

り凍結能力 13,530 トン、冷凍能力を有する 1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 467 トン

である。好不漁によって地域間の需給アンバランスが発生することもあるが、商行為を

通じて地域間の調整は取れている。地域内における冷凍・冷蔵能力は水揚げ量に対する

必要量を満たしている（2013 年漁業センサス, 農林水産省 2015）。以上より 5 点を配点

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

氷の量は

非常に制

限される 

氷は利用できるが、

供給量は限られ、し

ばしば再利用される

か、溶けかけた状態

で使用される 

氷は限られた

形と量で利用

でき、最も高

価な漁獲物の

みに供給する 

氷は、いろいろな形で

利用でき、氷が必要な

すべての魚に対して新

鮮な氷で覆う量を供給

する能力がある 

漁港において氷

がいろいろな形

で利用でき、冷

凍設備も整備さ

れている 

 



 
 

44

4.3.1.2 先進技術導入と普及指導活動 

 北海道西部におけるずわいがにかご網漁業については先進技術導入に関する資料を

入手できなかった。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

普及指導活動が

行われていない 

. 普及指導活動が部分的

にしか行われていない 

. 普及指導活動が行われ、最

新の技術が採用されている 

 

4.3.1.3 物流システム 

 Google Map により北海道でズワイガニを主に水揚げしている漁港から地方、中央卸

売市場、貿易港、空港等の地点までかかる時間を検索すると、幹線道路を使えば複数の

主要漁港から中央卸売市場への所要時間は 2 時間半未満であり、ほとんどの漁港から地

方卸売市場までは 1 時間前後で到着できる。また空港、貿易港までも遅くとも 2 時間以

内に到着可能であり、経営戦略として自ら貿易の選択肢を選ぶことも可能である。以上

より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

主要物流ハブへ

のアクセスがな

い 

. 貿易港、空港のいずれ

かが近くにある、もし

くはそこへ至る高速道

路が近くにある 

. 貿易港、空港のいずれ

もが近くにある、もし

くはそこへ至る高速道

路が近くにある 

 

4.3.2 生活環境 

4.3.2.1 地域の住みやすさ 

 地域の住みやすさの指標となる、「住みよさランキング」（東洋経済新報社 2019）に

よる住みよさ偏差値の北海道沿海市の平均値を用いて評価した。住みよさ偏差値の値は、

平均値 49.92 であった。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が47以

下 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が47－

49 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が49－

51 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が51－

53 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が53以

上 

 

4.3.2.2 水産業関係者の所得水準 

 ズワイガニを漁獲する北海道の所得水準は、北海道のその他の漁業の数値を用いると

持代（歩）数 1.0 の従業員 1 人あたり月給が 413,741 円であった（国土交通省 2018）。

これに対して、企業規模 10～99 人の男性平均値月給と比較すると、336,667 円であり

（厚生労働省 2017）4 点となる。また国税庁の平成 29 年度「民間給与実態統計調査結
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果」第 7 表企業規模別及び給与階級別の給与所得者数・給与額（役員）によると、全国

の資本金 2,000 万円未満の企業役員の平均月給与額は 473,167 円となっており、その他

の漁業役員の持代（歩）数は 1.12 となっているため、月給は 463,390 円（3 点）となる

(国税庁 2018)。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

所得が地域平均

の半分未満 

所得が地域平

均の50-90% 

所得が地域平均

の上下10%以内 

所得が地域平均

を10-50%超える 

所得が地域平均を

50%以上超える 

 

4.3.3 地域文化の継承 

4.3.3.1 漁具漁法における地域文化の継続性 

 太平洋、オホーツク海、北部日本海では底びき網で小型のズワイガニが大量に混獲さ

れていたが、対象海域でのまとまった漁獲はなかった。北海道におけるずわいがにかご

漁業の歴史は、1963 年に、雄武港を根拠に 4 隻がオホーツク海で試験操業をしたのが

最初であった。北海道日本海海域では 1965 年に 2 隻で試験操業が開始された（谷野 

1967）。以上のように対象海域における漁業の歴史は浅く、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁具・漁法に地

域の特徴はない 

. 地域に特徴的な、あるい

は伝統的な漁具・漁法は

既に消滅したが、復活保

存の努力がされている 

. 地域に特徴的な、あるいは

伝統的な漁具・漁法により

漁業がおこなわれている 

 

4.3.3.2 加工流通技術における地域文化の継続性 

成瀬（2011）によれば、「北海道の食文化の本質的要素は、現在は少数民族となって

いるアイヌの調理法・保存食を中心とするアジア東北型に属するものといわれている

が、現在は口承により受け継がれた生活・文化が残されているのみである。明治時代

の中頃から行われた内地の各地からの集団入植により、全国から新開地北海道に移っ

た人々による伝統にしばられない味覚文化が創出されており、例として北海道周辺で

漁獲される魚介類を使った保存食があげられる。」とある。しかしながら、ズワイガニ

が水深の深い沖合に生息していることや漁業の歴史が浅いことと関連して、ズワイガ

ニに関するこの地域における伝統的な加工法や調理法は知られていない。 

 一方で、カニ入りの味噌汁である鉄砲汁は、北海道の郷土料理・ご当地グルメとして

よく知られている。北海道根室市花咲港で水揚げされるハナサキガニを使用する味噌汁

が特に有名であるが、タラバガニ・ズワイガニ・ケガニでも同様に食される(農林水産省 

2020)。「鉄砲汁」の名称の由来はカニの足を箸でつついて食べる仕草が鉄砲の弾詰めを

している姿に似ていることによるとされる(マルハ広報室 2000)。ズワイガニの加工法

として、以前は缶詰加工が大部分だったが、現在は、脚だけを甲からはずしてゆでるか、
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丸ごとゆでて出荷するものが増えている(北海道水産林務部 2018)という報告もあり、

北海松葉ガニという名前で販売しているところも見掛ける。以上より対象海域における

加工法や調理法の歴史は浅いものの、近年ブランド化が進んでいることから、3 点を配

点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

加工・流通技術

で地域に特徴的

な、または伝統

的なものはない 

. 地域に特徴的な、あるいは伝

統的な加工・流通技術は既に

消滅したが、復活保存の努力

がされている 

. 特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通

がおこなわれている

地域が複数ある 
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5．健康と安全・安心 

5.1 栄養機能 

5.1.1 栄養成分 

 ズワイガニの栄養成分は、表のとおりである（文部科学省 2016）。 

飽
和

一
価
不
飽
和

多
価
不
飽
和

kcal kJ g g g g g g g g mg g g g g

63 264 84.0 13.9 10.3 0.4 0.2 0.03 0.06 0.13 44 0.1 - (0) 1.6

ア
ミ
ノ
酸
組

成
に
よ

る
タ
ン
パ

ク
質

ト
リ
ア
シ
ル

グ
リ
セ

ロ
ー

ル
当
量

脂肪酸 コ
レ
ス
テ
ロ
ー

ル

利
用
可
能
炭

水
化
物

（

単
糖
当

量
）

食
物
繊
維
総
量
）

灰
分

エ
ネ
ル
ギ
ー

水
分

タ
ン
パ
ク
質

脂
質

炭
水
化
物

ナ
ト
リ
ウ
ム

カ
リ
ウ
ム

カ
ル
シ
ウ
ム

マ
グ
ネ
シ
ウ
ム

リ
ン

鉄
亜
鉛

銅

マ
ン
ガ
ン

ヨ
ウ
素

セ
レ
ン

ク
ロ
ム

モ
リ
ブ
デ
ン

mg mg mg mg mg mg mg mg mg μg μg μg μg

310 310 90 42 170 0.5 2.6 0.35 0.02 58 97 1 2

無機質

B1 B2

ナ
イ
ア
シ
ン

B6 B12
葉
酸

パ
ン
ト
テ
ン
酸

ビ
オ
チ
ン

C

mg mg mg mg μg μg mg μg mg g

0.24 0.60 8.0 0.13 4.3 15 0.48 3.0 Tr 0.8

ビタミン（水溶性）

食
塩
相
当
量

α β α β γ δ

μg μg μg μg μg μg μg mg mg mg mg μg

Tr - - - (0) (Tr) (0) 2.1 0 0 0 (0)

レ
チ
ノ
ー

ル

活

性
当
量

トコフェロール

ビタミン（脂溶性）

A

D

E

K

レ
チ
ノ
ー

ル

カロテン β
❘
ク
リ
プ

ト

キ
サ
ン
チ
ン

β
❘
カ
ロ
テ

ン

当
量
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5.1.2 機能性成分 

5.1.2.1 ビタミン 

 ズワイガニには、ビタミン B1、B2、ナイアシンが多く含まれている。ビタミン B1 は、

体内でエネルギー変換に関与している。ビタミン B2 は、細胞内の物質代謝に関与して

いる。ナイアシンは、体内の酸化還元酵素の補酵素として働く（大日本水産会 1999）。 

 

5.1.2.2 ミネラル 

 各種酵素の成分となる亜鉛、抗酸化作用を有するセレンを多く含む（大日本水産会 

1999）。 

 

5.1.2.3 タウリン 

 ズワイガニ可食部 100g 中に 450mg のタウリンが含まれている（大日本水産会 1999）。

タウリンはアミノ酸の一種で、動脈硬化予防、心疾患予防、胆石予防貧血予防、肝臓の

解毒作用の強化、視力の回復等の効果がある（水産庁 2014）。 

 

5.1.3 旬と目利きアドバイス 

5.1.3.1 旬 

 北海道産ズワイガニの旬は，４～５月という説がある（かにせん 2017）。 

 

5.1.3.2 目利きアドバイス 

 甲羅の色艶に深みがあり、光沢が良いもの、ずっしりと量感のあるもの（身が詰まっ

ている）は、品質が良い。また、甲羅に黒いつぶつぶ（カニビルの卵）が付いているカ

ニは、エサが豊富な良質の生息場所にいた証拠で、よいカニとされている。 

ゆでガニでは、甲羅の朱色が鮮やかなものがよい（坂井市観光連盟 2018）。 

 

5.2 検査体制 

5.2.1 食材として供する際の留意点 

5.2.1.1 アレルギー 

 カニは、特定原材料に指定されている。このため、カニを扱うことによるアレルゲン

の拡散に留意する。特に、加工場で、カニと同じ製造ラインで生産した製品など、アレ

ルゲンの混入の可能性が排除できない場合には、その製品には、注意喚起表示を行う（消

費者庁 2018）。 
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5.2.2 流通における衛生検査および関係法令 

 生食用生鮮魚介類では、食品衛生法第 11 条より、腸炎ビブリオ最確数が 100/g 以下

と成分規格が定められている。 

 

5.2.3 特定の水産物に対して実施されている検査や中毒対策 

本種に特に該当する検査は存在しない。 

 

5.2.4 検査で陽性となった場合の処置・対応 

市場に流通した水産物について、貝毒や腸炎ビブリオ最確数において、基準値を超え

ると食品衛生法第 6 条違反（昭和 55 年 7 月 1 日，環乳第 29 号）となる。 

 

5.2.5 家庭で調理する際等の留意点 

5.2.5.1 アレルゲンの拡散防止 

 カニは特定原材料に指定されているため、カニが使用されている料理を提供する時に

は、カニアレルギーの有無を確認する。家族等でカニアレルギーを有する人に提供する

食事を調理する際には、調理中にアレルゲン（カニ）が混入しないように気をつける（消

費者庁 2018）。 
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